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【改正】（公共法人が収益事業を行う公益法人等に該当することとなった事実が生じた日等） 

1－2－6 法第 14 条第１項第４号｟事業年度の特例｠に規定する「その事実が生じた日」は、次に掲げる場合には、それぞれ次に定める日

をいう。 

⑴ 公共法人が収益事業を行う公益法人等に該当することとなった場合 次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める日 

イ 土地改良区が土地改良法第 76 条｟組織変更｠の規定により一般社団法人に組織変更をした場合（同法第 76 条の６第１項｟組織変

更の効力の発生等｠に規定する効力発生日において、非営利型法人に該当し、かつ、収益事業を行う場合に限る。） 当該効力発生日 

ロ 土地改良区が同法第 76 条の 11｟組織変更｠の規定により認可地縁団体（地方自治法第 260 条の２第７項｟地縁による団体｠に規

定する認可地縁団体をいう。以下１－２－６において同じ。）に組織変更をした場合（土地改良法第 76 条の 14 第１項｟組織変更の効

力の発生等｠に規定する効力発生日において収益事業を行う場合に限る。） 当該効力発生日 

⑵ 公共法人又は公益法人等が普通法人又は協同組合等に該当することとなった場合  次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める日 

イ 土地改良区が同法第 76 条の規定により一般社団法人に組織変更をした場合（同法第 76 条の６第１項に規定する効力発生日におい

て非営利型法人に該当しない場合に限る。） 当該効力発生日 

ロ 公益社団法人又は公益財団法人が普通法人に該当することとなった場合 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（以下１－２－６において「公益認定法」という。）第 29 条第１項又は第２項｟公益認定の取消し｠の規定による公益認定の取消し

の日 

ハ 非営利型法人が普通法人に該当することとなった場合 令第３条第１項各号又は第２項各号｟非営利型法人の範囲｠に掲げる要件

のいずれかに該当しないこととなった日 

ニ 社会医療法人が普通法人に該当することとなった場合 医療法第 64 条の２第１項｟収益業務の停止｠の規定による社会医療法人

の認定を取り消された日 

ホ 法別表第二に掲げる商工組合（以下１－２－６において「非出資商工組合」という。）が法別表第三に掲げる商工組合（以下１－２

－６において「出資商工組合」という。）に移行することとなった場合等、公益法人等（農業協同組合連合会を除く。⑶ニにおいて同

じ。）が協同組合等（農業協同組合連合会を除く。⑶ニにおいて同じ。）に該当することとなった場合 移行の登記の日 

ヘ 法別表第二に掲げる農業協同組合連合会が農業協同組合法第 87 条｟医療法人への組織変更｠の規定により医療法人（普通法人に限

る。）に組織変更をした場合 同法第 91 条第１項に規定する効力発生日 
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【解説】 

１ 公共法人が事業年度の中途において収益事業を行う公益法人等に該当することとなったこと、公共法人若しくは公益法人等が事業年度の中

途において普通法人若しくは協同組合等に該当することとなったこと又は普通法人若しくは協同組合等が事業年度の中途において公益法人

ト 特定労働者協同組合（労働者協同組合法第 94 条の３第２号｟認定の基準｠に規定する特定労働者協同組合をいう。以下１－２－６

において同じ。）が普通法人に該当することとなった場合 同法第 94 条の 19 第１項又は第２項｟認定の取消し｠の規定による同法第

94 条の２｟認定｠の認定の取消しの日 

⑶ 普通法人又は協同組合等が公益法人等に該当することとなった場合 次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める日 

イ 一般社団法人又は一般財団法人のうち普通法人であるものが公益社団法人又は公益財団法人に該当することとなった場合  公益認

定法第４条｟公益認定｠に規定する行政庁の認定を受けた日 

ロ 一般社団法人又は一般財団法人のうち普通法人であるものが非営利型法人に該当することとなった場合  令第３条第１項各号又は

第２項各号に掲げる要件の全てに該当することとなった日 

ハ 医療法人のうち普通法人であるものが社会医療法人に該当することとなった場合  医療法第 42 条の２第１項｟社会医療法人｠の

規定による社会医療法人の認定を受けた日 

ニ 出資商工組合が非出資商工組合に移行することとなった場合等、協同組合等（生産森林組合を除く。）が公益法人等に該当すること

となった場合 移行の登記の日 

ホ 生産森林組合が森林組合法第 100 条の 19｟組織変更｠の規定により認可地縁団体に組織変更をした場合 同法第 100 条の 23 第１

項｟組織変更の効力の発生等｠に規定する効力発生日 

ヘ 非出資組合である農業協同組合、農業協同組合連合会又は農事組合法人が農業協同組合法第 77 条｟一般社団法人への組織変更｠の

規定により一般社団法人に組織変更をした場合（同法第 78 条第２項第６号に規定する効力発生日において非営利型法人に該当する

場合に限る。） 当該効力発生日 

ト 法別表第三に掲げる農業協同組合連合会が農業協同組合法第 87 条の規定により社会医療法人に組織変更をした場合 同法第 91 条

第１項に規定する効力発生日 

チ 労働者協同組合のうち普通法人であるものが特定労働者協同組合に該当することとなった場合  労働者協同組合法第 94 条の２の

規定による行政庁の認定を受けた日 

 

 



4 

等に該当することとなったことのうちいずれかの事実が生じた場合には、その事実が生じた法人の事業年度は、その事実が生じた日の前日に

終了し、これに続く事業年度は、同日の翌日から開始することとされている（法 14①四）。本通達においては、法人の類型が変更になる態様

に応じて、この「事実が生じた日」について明らかにしている。 

２ 令和４年３月31日に公布された土地改良法の一部を改正する法律（令和４年法律第９号）により土地改良法が改正され、農村地域の実情に

応じた農業用用排水施設の持続的な管理体制を確保するため、土地改良区は、その選択により、一般社団法人又は認可地縁団体への組織変更

ができることとされた。土地改良区は公共法人（法２五、別表第一）に、非営利型法人である一般社団法人及び認可地縁団体は公益法人等（法

２六、九の二、別表第二、地方自治法260の２⑦）に、非営利型法人以外の一般社団法人は普通法人（法２九）に該当するため、公共法人が公

益法人等又は普通法人へ組織変更をする場面が生じ得ることとなった。これまでは、公共法人に該当する法人について、その設置根拠となる

各法令にその法人の公益法人等に該当する法人又は普通法人若しくは協同組合等に該当する法人への組織変更を可能とする規定がなかった

ことから、令和５年度の税制改正前の法人税法においては、公共法人が公益法人等又は普通法人若しくは協同組合等に該当することとなった

場合の規定は設けられていなかった。そこで、令和５年度の税制改正により、公共法人が公益法人等又は普通法人若しくは協同組合等に該当

することとなった場合に対応するため、所要の規定が整備された。 

３ 改正後の土地改良法においては、土地改良区が一般社団法人へ組織変更をする場合、その組織変更の効力を生ずべき日を含む一定の事項を

定めた組織変更計画を作成して、総会の議決によりその承認を受ける必要がある（土地改良法 76 の２①④六）。承認された組織変更計画は農

林水産省令で定めるところにより都道府県知事の認可を受けなければその効力は生じず（同法 76 の５①）、土地改良区は、その組織変更計画

に定めた組織変更の効力を生ずべき日又はその認可を受けた日のいずれか遅い日において一般社団法人となることとされている（同法 76 の

６①）。これは、非営利型法人である一般社団法人に組織変更する場合であっても、非営利型法人以外の一般社団法人に組織変更する場合であ

っても同じである。 

  また、土地改良区が認可地縁団体へ組織変更をする場合の手続についても、一般社団法人に組織変更する場合と同様の規定が土地改良法に

おいて定められている（同法 76 の 12①②五、76 の 13、76 の 14①）。 

４ そこで、本通達では、⑴において公共法人が収益事業を行う公益法人等に該当することとなった場合の態様を新たに設けるとともに、⑵に

おいて公共法人が普通法人又は協同組合等に該当することとなった場合を追加し、土地改良区が非営利型法人である一般社団法人若しくは認

可地縁団体（いずれも収益事業を行うものに限る。）又は非営利型法人以外の一般社団法人に該当することとなった場合について、それぞれ、

土地改良法上、土地改良区が組織変更により一般社団法人又は認可地縁団体となる日、すなわち、その組織変更に係る組織変更計画に定めた

組織変更の効力を生ずべき日又はその組織変更計画の認可を受けた日のいずれか遅い日（以下「効力発生日」という。）が「事実が生じた日」

となることを明らかにしている。 
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５ なお、公共法人が収益事業を行わない公益法人等に該当することとなる場合については、そのような公益法人等は引き続き法人税が課税さ

れないため法令上特段の手当てはされておらず、本通達においても、土地改良区が非営利型法人である一般社団法人又は認可地縁団体に組織

変更をする場合については、その組織変更の効力発生日において収益事業を行うものに限りその取扱いを明らかにしている。仮に、土地改良

区がその効力発生日において収益事業を行わない非営利型法人である一般社団法人又は認可地縁団体へ組織変更をした後に収益事業を開始

する場合は、公益法人等が新たに収益事業を開始する場合に該当するのであって、その収益事業を開始した日の前日に事業年度が終了し、こ

れに続く事業年度は同日の翌日から開始することとなる（法 14①三）。 

 

（参考） 

〇 法人類型の変更とその事由その１（公共法人⇒公益法人等） 

本通達

の該当
箇所 

公共法人の区分 変更の事由 公益法人等の区分 

⑴イ 土地改良区 
組織変更（土地改良法 76 の６①） 

 

非営利型法人である一般社団法人 

（収益事業を行うものに限る。） 

⑴ロ 土地改良区 
組織変更（土地改良法 76 の 14①） 

 

認可地縁団体 

（収益事業を行うものに限る。） 

 

〇 法人類型の変更とその事由その２（公共法人又は公益法人等⇔普通法人又は協同組合等） 

本通達
の該当
箇所 

公共法人又は公益法人等

の区分 
変更の事由 

普通法人又は協同組合等 

の区分 

⑵イ 
土地改良区 

（公共法人） 

組織変更（土地改良法 76 の６①） 

 

非営利型法人以外の 

一般社団法人 

（普通法人） 

⑶イ 

⑵ロ 

公益社団・財団法人 

（公益法人等） 

行政庁の公益認定（公益認定法 (注１)４） 

 

公益認定の取消し（公益認定法 (注１)29） 

非営利型法人以外の 

一般社団・財団法人 

（普通法人） 

⑶ロ 

⑵ハ 

非営利型法人である 

一般社団・財団法人 

（公益法人等） 

非営利型法人の要件の全てに該当（令３①②） 

 

非営利型法人の要件のいずれかに非該当（令３①②） 

非営利型法人以外の 

一般社団・財団法人 

（普通法人） 

⑶ハ 

⑵ニ 

社会医療法人 

（公益法人等） 

社会医療法人の認定（医療法 42 の２） 

 

社会医療法人の認定の取消し（医療法 64 の２） 

社会医療法人以外の医療法人 

（普通法人） 
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本通達

の該当
箇所 

公共法人又は公益法人等

の区分 
変更の事由 

普通法人又は協同組合等 

の区分 

⑶ニ 

⑵ホ 

非出資商工組合等 

（公益法人等） 

非出資組合への移行の登記（生衛法 (注２)49 の９） 

 

出資組合への移行の登記（生衛法 (注２)49 の８④） 

出資商工組合等 

（協同組合等） 

⑵ヘ 

農業協同組合連合会 

（法人税法別表第二に 

掲げるものに限る。） 

（公益法人等） 

組織変更（農業協同組合法 91①） 

 

社会医療法人以外の医療法人 

（普通法人） 

⑶ホ 
認可地縁団体 

（みなし公益法人等） 

組織変更（森林組合法 100 の 23①） 

 

生産森林組合 

（普通法人、協同組合等） 

⑶ヘ 

非営利型法人である 

一般社団法人 

（公益法人等） 

組織変更（農業協同組合法 79①） 

 

非出資組合である 

農業協同組合、農業協同組 

合連合会又は農事組合法人 

（協同組合等） 

⑶ト 
社会医療法人 

（公益法人等） 

組織変更（農業協同組合法 91①） 

 

農業協同組合連合会 

（法人税法別表第三に 

掲げるものに限る。） 

（協同組合等） 

⑶チ 

⑵ト 

特定労働者協同組合 

（公益法人等） 

行政庁の認定（労働者協同組合法 94 の２） 

 

認定の取消し（労働者協同組合法 94 の 19） 

特定労働者協同組合以外の 

労働者協同組合 

（普通法人） 

（注１）公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

（注２）生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律 

  


